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自治体おける政策ツールとしての税・財政

※効率的・効果的な公共サービス供給
・インプットの経済性

・アウトプットの効率性

・アウトカムの有効性
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１．日本の地方財政
（１）はじめに
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令和２年度政府一般会計当初予算
出典：財務省資料

・歳出の３分の１を占める社会保障関係費
・国債費に次いで大きい規模を占める地方交付税交付金等
・毎年度30兆円規模の新規公債発行が続く
・累積債務残高は900兆円を突破

１．日本の地方財政
（２）国の財政状況

※関連：別添資料 参考１－１～２
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年々増大する社会保障給付費

出典：厚生労働省資料

・毎年1兆円規模で増大
・年金5割、医療3割、福祉その他2割
・近年では幼保無償化、大学の学費無償化等の施策も追加

１．日本の地方財政
（２）国の財政状況
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１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化
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１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

① マクロツール
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地方向け補助金の全体像

出典：総務省資料

・近年、補助金の約7割が社会保障関係
・公共事業の補助金は3兆円程度

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

① マクロツール
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地方交付税等総額（当初）の推移

・2000年度に21.4兆円規模だった地方交付税は年々削減。水準はいったん17兆円台に回復するが、その
後、少しずつ縮減。2011年度以降「一般財源総額ルール」が設定され、15～16兆円程度を維持。
・国税収入が限られ、消費税率引上げが延期される中で、交付税原資は不足してきた
→国債発行等で国が調達＋自治体が地方債（臨時財政対策債）発行により財源調達を行った経緯
・トップランナー方式の導入など、自治体の行革努力を需要額算定に反映

2000 2005 2010 2015

出典：総務省資料

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

①マクロツール

7※関連：別添資料 参考４－１～４



競争的資金としての補助金・交付金
１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

②ミクロツール

出典：内閣府資料 ※関連：別添資料 参考５

〇申請には計画策定が必須
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民間へのアウトソーシング 地域包括支援センターの例

※約7割が民間委託、約3割が自治体直営 （平成30年度 委託71.6％、直営28.4％）
〇行政と民間事業者等との連携・役割分担の形はさまざま
厚生労働省資料

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

② ミクロツール
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公共施設等総合管理計画

〇所有施設等の現状の把握
・老朽化の状況や利用状況をはじめ
とした公共施設等の状況

・総人口や年代別人口についての今
後の見通し

・公共施設等の維持管理・更新にか
かる中長期的な経費や、これらの経
費に充当可能な財源の見込み

〇全国の都道府県・市町村において
計画策定済み

出典：総務省資料

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

② ミクロツール

10



１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

② ミクロツール
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地域包括ケアシステムにおける行政のマネジメントの例

〇住民のニーズ把握（財政需要の把握）
〇事業者の運営状況を把握（供給体制の把握） →両者をマッチング

情報共有・意見調整

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

② ミクロツール
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まとめ

〇国・地方ともに厳しい財政状況（累積債務残高の上昇）

〇社会保障関連費用の増大圧力

〇限られた職員数で、多様な行政ニーズに対応

〇インフラや公共施設の維持更新への対応の検討

⇒プラットフォームビルダ―としての自治体の役割への期待

〇行政と民間との連携、民営化推進等による経費削減の取組み

〇計画策定を通じた中長期見通し

１．日本の地方財政
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※ 平成30年度沖縄県歳出決算額 7,154億8872万円

・自主財源比率が低い

・類似県と比較して国庫支出金への依存度が極めて高い

・地方債への依存度が低い

⇒他県とは大きく異なった歳入構造
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２．沖縄県の財政
（１）沖縄県の財政構造

※府県Dグループ（財政力指数0.3～0.4）：大分県、山形県、岩手県、沖縄県、青森県、宮崎県、鹿児島
県、佐賀県、長崎県、和歌山県、徳島県、秋田県
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※ 平成30年度沖縄県歳出決算額 7,020億4,534万円

・総務費割合が高い→市町村交付金

・産業費・商工費が相対的に低い→公庫など別途制度

・その他（特に公債費）が低い
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議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 産業費 商工費 土木費 警察費 消防費 教育費 その他

２．沖縄県の財政
（１）沖縄県の財政構造
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※平成30年度沖縄県歳出決算額 7,020億4,534万円

・人件費比率は高め

・物件費、補助費等割合が高い

・扶助費割合が高い

・公債費割合が低い →将来負担への影響が少ない
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平成30年度決算性質別歳出

人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 普通建設事業費

災害復旧事業費 公債費 積立金 投資及び出資金 貸付金 繰出金

２．沖縄県の財政
（１）沖縄県の財政構造
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２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題
①マクロツールの有効活用

出典：沖縄県資料 17



２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題
①マクロツールの有効活用

出典：沖縄県資料 17



出典：沖縄県資料

２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題
①マクロツールの有効活用
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地域・特区制度（優遇税制）

出典： 内閣府資料

２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題
①マクロツールの有効活用
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〇優遇税制の効果と課題

発生した「コスト」が見えづらい

政策の効果が見えづらい

補助金と比べて継続性がある

どこで「回収」するのか（キャピタル・フライト）

沖縄の戦略（人的資源で呼び込むか？自然資源で呼び込むか？）

〇課税自主権の行使（法定外税・超過課税）

法定外税 沖縄県（石油価格調整税・産業廃棄物税）

伊是名村・伊平屋村・渡嘉敷村・座間味村（いわゆる環境協力税）

cf.宿泊税（応益負担）

超過課税 沖縄県内自治体で個人住民税均等割、法人住民税均等割の導入なし

２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題
①マクロツールの有効活用
②ミクロツールの導入

※関連：別添資料 参考７－１～２

・租税：必要な財源を徴収する手段
（無償性・強制性） →公平性

・政策税制（インセンティブ）
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〇一括交付金の効果的活用

全国的課題
・教育や福祉・医療等の分野において多様化・複雑化するニーズにきめ細やかに対応するための

人員と財源の確保が課題

→財政力の高い自治体において追加的対応（横出し・上乗せ）を実施する割合が高い傾向

・投資的経費の縮小により、インフラの更新が難しい状況

→沖縄県および県内市町村では、一括交付金制度（又はこれに代替する予算）をどのように効果的
に活用できるのか。

⇒国民に対する説明責任も求められる

※計画策定段階における目標（ゴール）の設定

※行政と民間（事業者・コミュニティなど）との連携

※プロセスと成果の管理

※中長期的展望に立った財政見通し

２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題

②ミクロツールの導入

21



※行政と民間との連携

①民間事業者との連携・協働

Ex. PPP（行政と民間との連携）を推進するための行政体制の構築

②地域コミュニティとの関係構築・役割分担

専門職の配置

Ex.地域での見守り、声掛けなどをはじめ、地域運営に関する取組を
市町村とコミュニティとでどのような連携・役割分担で実施するか

専門職の育成・配置とそれにかかる経費

２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題

②ミクロツールの導入
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２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題
②ミクロツールの導入
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※主体間連携（→プラットフォーム構築）の例

沖縄県南城市（旧佐敷町）の「健康づくり事業」の例

杉山章子(2009)「地域保健活動における住民支援の方法」より

・健康づくりの推進に向けた取り組みは各地で実施（医療費抑制）
・行政からのトップダウン型では成果に結びつきにくい
・生活習慣の改善に向けた住民の主体的な取組みをサポートする体制

※行政
※専門家
※住民 健康づくり事業に関わる組織と人との関わり

２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題

②ミクロツールの導入
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〇行政
サービス提供
プラットフォームづくり

→2か月に一度、会合を開催

※社会福祉協議会が事務局機能
※行政（区役所）

・会場提供
・民間の広報活動を支援
・情報共有

２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題 子ども子育てのプラットフォーム構築事例（東京都荒川区）

② ミクロツールの導入
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※公共施設等総合管理計画（中長期計画に基づく行財政運営）

・公共施設等の整備について、維持管理に要する経費をどのように賄っていくか

・将来の更新費用を見据えた施設整備をどのように進めていくべきか

・民間事業者や地域コミュニティとの連携構築をどのように行っていくか

出典：沖縄県公共施設等総合管理計画

・現在の公共施設等の数量・規模を維持
していく場合の今後50年間の更新・修繕
費用の見込額は
ハコモノ 約16,314億円(年間約326億円)
インフラ 約22,512億円(年間約450億円)

⇒公共施設等全体 約38,828億円
（平準化すると年間約776億円）

←全国都道府県計画の中でも、
沖縄県の年間支出見込額は最高水準

２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題

②ミクロツールの導入

26



※政策評価の活用

• 政策をめぐる執政・行政・業務

デザイン（企画） 実施

政策全体 執政 ーーー

政策全体と個別政策の調整

個別政策 行政 業務 政策と具体的な現場での活動との調整

※政策全体⇒個別政策⇒業務 というフロー ：ビジョンからプランへ

※現場の地域課題⇒ニーズ把握⇒業務⇒政策 というフロー ：現状・課題からプランへ

＋民間部門との連携・協働

ICT・AIの導入による新たな対応

２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題

②ミクロツールの導入

※関連：別添資料 参考８
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〇沖縄振興策における政策ツール

・国の厳しい財政状況、社会経済構造と行政の役割の変化を踏まえ、政策ツールの有効活用を考える必要

〇ツールとしての租税

・政策税制を通じた減収コストに目配りしつつ、その効果を検証

・中長期的な戦略に基づいた対応を考える必要

・魅力ある沖縄の維持・創出に対し、来訪者から宿泊税などの導入により応分の負担を求める方法も

〇ハード交付金の活用

・将来的な維持管理費、更新投資の費用までを見据えた活用が求められる

・公共施設等総合管理計画による将来負担の把握、インフラ長寿命化に向けた事業者や住民等との連携

〇ソフト交付金の活用

・福祉や教育などの分野では多様で複雑化する行政ニーズに柔軟に対応できる財源

・ニーズの把握とともに、支援を担う事業者や専門職の確保と連携が課題

・専門職の確保と育成・配置、民間事業者との連携・情報共有など、プラットフォーム構築の検討

〇政策評価

・多様な担い手の参加による地域ビジョンの策定と共有

・プランへの落とし込みと成果指標

・アウトプットとアウトカム評価

２．沖縄県の財政
（３）まとめ
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